
 

ひとり親家庭等医療費支給事業補助金交付要綱 

（平成４年６月３０日埼玉県生活福祉部長決裁） 

 （趣旨） 

第１条 県は、ひとり親家庭等の福祉の増進を図るため、ひとり親家庭等医療費支給事

業実施要綱（平成４年６月３０日決裁。以下「実施要綱」という。）の目的に基づ

き、市町村が実施するひとり親家庭等医療費支給事業に要する事業費について、当該

市町村に対し、毎年度予算の範囲内において補助金を交付する。 

２ 前項の補助金の交付に関しては、補助金等の交付手続等に関する規則（昭和４０年

埼玉県規則第１５号。以下「規則」という。）に定めるもののほか、この要綱に定め

るところによる。 

 （補助対象事業） 

第２条 この補助金の交付の対象となる事業（以下「補助事業」という。）は、市町村

がひとり親家庭等に医療費の一部を助成する事業とする。 

 （補助対象経費及び補助率） 

第３条 この補助金の交付の対象となる経費は、補助事業の実施に必要な経費のうち、

実施要綱の規定により算定した経費及び対象者が小学校就学の始期に達するまでの者

（学校教育法（昭和２２年法律第２６号）第１８条の規定による就学義務の猶予に係

る者を含む。（以下、「未就学児」という。））である場合に市町村長が埼玉県国民

健康保険団体連合会（以下「国保連」という。）又は社会保険診療報酬支払基金（以

下「支払基金」という。）に当該直接の支払いを委託している場合の医科、歯科及び

調剤分の委託費とする。ただし、実施要綱第 7(1)における自己負担金以下の一部負担

金となる診療（当該診療が実施要綱第 7(2)各号に掲げるものを除く）に対する委託費

を除く。 

２ 上記の「委託費」とは、市町村が現物給付の実施のため当該医療費の支払いを国保

連に委託している場合において、当該契約に定められている審査支払手数料として、

国保連の審査及び支払事務の執行に要する費用に充てるため、国保連が審査した診療報

酬明細書、調剤報酬明細書（これに相当する電子情報又は記録事項を含む。）１件につ

き、当該契約に定められた単価を乗じて得た額及び市町村が現物給付の実施のため当該

医療費の支払いを支払基金に委託している場合において当該契約に定められている、事

務費として、別に定める事務費算定の基礎となる１件当たりの金額に毎月診療報酬の精

算の基礎となった診療件数を乗じて得た額をいう。 

３ 前項の経費に対する補助率は２分の１とする。 

ただし、補助金を受けようとする年度の前年度財政力指数（以下「財政力指数」と

いう。）が１を超える市町村に対する補助率は、次号に定めるとおりとする。 

（１）前年度の補助率が１／２の市町村              ５／１２ 

（２）財政力指数が１．１未満の市町村              ５／１２ 

（３）財政力指数が１．１以上の市町村（（１）の場合を除く。）  １／３ 

４ 前項の規定にかかわらず、さいたま市の補助率については６分の１とする。 



 

５ 第２項の財政力指数は、補助金を交付する年度（以下「補助年度」という。）の前

年度以前３か年における各年度の基準財政収入額を基準財政需要額（基準財政収入額

及び基準財政需要額は地方交付税法（昭和２５年法律第２１１号）で規定される額を

いう。以下「基準額」という。）で除して得た数値（以下「単年度財政力指数」とい

う。小数点以下第３位を四捨五入し、第２位まで求める。これ以下算出する数値につ

いて同じ。）の合計を３で除して得た数値とする。 

６ 規則第４条による申請日までに地方自治法（昭和２２年法律第６７号）で規定する 

市町村の廃置分合のうち合体及び編入により合併（以下「合併」という。）があった

市町村にかかる前項の単年度財政力指数は、総務大臣による普通交付税及び地方特例

交付金等の交付額の決定時において、合併後市町村の基準額が算定されている年度は

これにより数値を算出し、合併前のため合併後市町村の基準額が算定されていない年

度においては、合併前の各市町村基準額の合計額により得られた数値を、合併後市町

村の基準額とみなして、前項の例により算出することとする。 

７ 規則第４条による申請日後、補助年度内に合併があった市町村については、前項の

規定にかかわらず、当該年度に限り、合併前の市町村が存在するものとして、合併前

市町村の財政力指数により、それぞれ補助率を適用し、補助金を算定することとす

る。 

 （申請手続） 

第４条 規則第４条第１項の規定による申請は、様式第１号によるものとし、その期限

は、毎年４月３０日とする。 

 （変更申請手続） 

第５条 市町村は、この補助金の交付決定後の事情の変更により追加交付等の申請を行

う場合には、様式第２号の申請書を毎年１２月２０日までに知事に提出しなければな

らない。 

 （記載事項等） 

第６条 規則第４条第１項第２号及び第３号に掲げる事項は、記載することを要しな

い。 

２ 規則第４条第２項第１号、第２号及び第４号に掲げる事項に係る書類の添付は要し

ない。 

 （交付決定通知書の様式） 

第７条 規則第７条の交付決定通知書及び変更交付決定通知書の様式は、それぞれ様式

第３号及び様式第４号のとおりとする。 

 （概算交付） 

第８条 知事は、規則第５条の規定により交付決定した補助金について、概算払の方法

により交付するものとする。 

 （実績報告） 

第９条 規則第１３条の規定による報告は、様式第５号によるものとし、その期限は、

毎年３月２０日とする。 



 

 （補助金の額の確定通知及び精算交付） 

第１０条 規則第１４条の規定による補助金の額の確定通知は、様式第６号の通知書に

より行うものとする。 

２ 知事は、規則第１４条の規定により額の確定した補助金について、速やかに精算交

付するものとする。 

 （書類の整備等） 

第１１条 市町村は、補助事業に係る収入及び支出等を明らかにした帳簿を備え、か

つ、当該収入及び支出等についての証拠書類を整備保管しておかなければならない。 

２ 前項に規定する帳簿及び証拠書類は、当該補助事業の完了した日の属する会計年度

の翌会計年度から５年間保管しなければならない。 

 

   附 則 

１ この要綱は、平成５年１月１日から施行する。 

２ 平成４年度の補助金の申請の期限は、第４条の規定にかかわらず、平成５年２月１

日とする。 

   附 則 

 この要綱は、平成７年１１月１日から施行し、平成７年度分の補助金から適用する。 

   附 則 

 この要綱は、平成１４年１月１日から施行する。 

      附 則 

  この要綱は、平成２０年４月１日から施行する。 

   附 則 

この要綱は、平成２１年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成２４年４月１日から施行する。 

   附 則 

１ さいたま市については、第３条の規定にかかわらず平成２６年度の補助率を３分の

１とする。 

２ この要綱は、平成２５年８月２６日から施行する。 

   附 則 

１ さいたま市については、第３条の規定にかかわらず平成２７年度の補助率を３分の

１とする。 

２ この要綱は、平成２７年４月１日から施行する。   

   附 則 

 この要綱は、平成２８年４月１日から施行する。  

   附 則 

 この要綱は、平成３０年４月１日から施行する。 

   附 則 



 

 この要綱は、令和３年４月１日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、令和４年４月１日から施行する。ただし、第３条第１項の規定は、令和

５年１月診療分から施行する。 

 

 



 

様式第１号（第４条関係） 
 

    年度ひとり親家庭等医療費支給事業補助金交付申請書 

 

第     号 

  年  月  日 

 （あて先） 

      埼玉県知事        

 

 

市町村長         

 

 

 下記により    年度ひとり親家庭等医療費支給事業補助金の交付を受けたいの

で、補助金等の交付手続等に関する規則第４条の規定により、関係書類を添えて申請し

ます。 

記 

１ 補助金交付申請額  金        円 

２ 関係書類 

     年度ひとり親家庭等医療費支給事業補助金交付申請額算定調書 

別紙のとおり 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

別紙 

 

    年度ひとり親家庭等医療費支給事業補助金交付申請額算定調書 

 

 １ 対象者数調（本年度対象予定者数） 

  区 分 

保険種別 

  母子家庭        父子家庭       養育者家庭           計   

 母    児 童  父    児 童 養 育 者      児 童  父 母 等      児 童 

 

 国保 

    人     人     人     人     人     人     人     人 

 

 社保 

        

 

 合 計  

        

 

 ２ 所要額算出明細書 

 

  保険種別    

  区 分 

対 象 

 一部負担金の 

 額     Ａ 

自己負担金 

の額  Ｂ 

附加給付 

の額   Ｃ 

高額療養費      

の額 Ｄ 

 支給予定額 

 (A-B-C-D) Ｅ 

 

国 保 分     

父母等        円      円    円     円        円 

 児童      

     

 

社 保 分     

父母等      

 児童      

 

 合 計    

父母等      

 児童      

 計       

 

 ３ 県費補助申請額 

支 給 予 定 額        

       Ｅ 

収入見込額       

      Ｆ 

県費補助基本額          

（Ｅ－Ｆ） Ｇ 

補助率 

       Ｈ 

県費補助申請額          

（Ｇ×Ｈ）        Ｉ 

        円        円         円                        円 

 

４ 審査支払機関への手数料県費補助申請額 

手数料支払予定額 

       Ｅ' 

手数料返戻見込額 

      Ｆ' 

県費補助基本額          

（Ｅ'－Ｆ'）Ｇ' 

補助率 

      Ｈ' 

手数料県費補助申請額 

（Ｇ'×Ｈ'） Ｉ' 

        円        円         円                        円 



 

様式第２号（第５条関係） 

 

    年度ひとり親家庭等医療費支給事業補助金変更交付申請書 

 

第     号 

  年  月  日 

 （あて先） 

      埼玉県知事 

 

 

市町村長   

 

 

  年度ひとり親家庭等医療費支給事業補助金については、  年  月  日付け  

   第    号で交付決定を受けたところですが、その後の事情の変更により、交

付額を下記のとおり変更されるよう申請します。 

記 

１ 今回変更交付申請額      金        円 

     内訳 既交付決定額          金        円 

        差引今回所要額  金        円 

２ 変更を必要とする理由 

 

３ 関係書類 

      年度ひとり親家庭等医療費支給事業補助金変更交付申請額算定調書 

  別紙のとおり 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

別紙 

 

    年度ひとり親家庭等医療費支給事業補助金変更交付申請額算定調書 

 

 １ 対象者数調（本年度対象予定者数） 

  区 分 

保険種別 

  母子家庭        父子家庭       養育者家庭           計   

 母    児 童  父    児 童 養 育 者      児 童  父 母 等      児 童 

 

 国保 

    人     人     人     人     人     人      人      人 

 

 社保 

        

 

 合 計  

        

 

 ２ 所要額算出明細書 

 

  保険種別    

  区 分 

対 象 

 一部負担金の 

 額     Ａ 

自己負担金 

の額   Ｂ 

附加給付 

の額  Ｃ 

高額療養費      

の額 Ｄ 

 支給予定額 

 (A-B-C-D) Ｅ 

 

国 保 分     

父母等        円      円    円     円         円 

 児童      

   

 

社 保 分     

父母等      

 児童      

 

 合計    

父母等      

 児童      

 計       

 

 ３ 県費補助申請額 

支 給 予 定 額       

    Ｅ  

収入見込額 

    Ｆ  

県費補助

基本額 

( E- F ) Ｇ  

補助率 

  Ｈ  

 県費補助 

 申請額 

( G × Ｈ ) Ｉ  

既交付 

決定額 

  J  

 今回申請額 

( Ｉ - Ｊ )  Ｋ  

     円      円      円       円      円          円 

 

４ 審査支払機関手数料補助所要額 

支給予定額 

    Ｅ ' 

収入見込額 

    Ｆ ' 

県費補助

基本額 

( E ' - F ' ) Ｇ '  

補助率 

  Ｈ ' 

 県費補助 

 申請額 

( G ' × Ｈ ' ) Ｉ '  

既交付 

決定額 

  J '  

 今回申請額 

( Ｉ '- Ｊ ')  

     Ｋ ' 

     円      円      円       円      円          円 



 

様式第３号（第７条関係） 

 

    年度ひとり親家庭等医療費支給事業補助金交付決定通知書 

 

第     号 

  年  月  日 

 

 市町村長       様 

 

 

埼玉県知事     （公印省略） 

 

 

  年  月  日付け   第    号で申請のあった   年度ひとり親家庭 

等医療費支給事業補助金については、下記のとおり交付する。 

記 

１ 交付決定額    金        円 

２ 支払方法     概算払とする。 

３ 条  件 

 (1) この補助金は、交付目的以外の事業に使用しないこと。 

 (2) この事業を中止し、若しくは廃止し、又は事業の内容を変更するときは、知事の 

  承認を受けること。 

 (3) この事業の遂行が困難となったときは、速やかに知事に報告すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

様式第４号（第７条関係） 

 

    年度ひとり親家庭等医療費支給事業補助金変更交付決定通知書 

 

第     号 

  年  月  日 

 

 市町村長       様 

 

 

埼玉県知事     （公印省略） 

 

 

     年  月  日付け   第    号で変更交付申請のあった    年

度ひとり親家庭等医療費支給事業補助金については、下記のとおり変更交付する。 

記 

１ 変更交付決定額  金        円 

   （うち追加（減額）交付決定額 金        円） 

２ 支払方法     概算払とする。 

３ 条  件 

 (1) この補助金は、交付目的以外の事業に使用しないこと。 

 (2) この事業を中止し、若しくは廃止し、又は事業の内容を変更するときは、知事の 

  承認を受けること。 

 (3) この事業の遂行が困難となったときは、速やかに知事に報告すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

様式第５号（第９条関係） 

 

    年度ひとり親家庭等医療費支給事業実績報告書 

 

第     号 

  年  月  日 

 

 （あて先） 

      埼玉県知事 

 

 

市町村長 

 

 

  年  月  日付け  第   号で補助金の交付決定（変更交付決定）の通知

を受けた   年度ひとり親家庭等医療費支給事業が完了したので、補助金等の交付手

続等に関する規則第１３条の規定により、下記の関係書類を添えて報告します。 

記 

１ 関係書類 

  補助事業に要した経費に関する事項  

別紙    年度ひとり親家庭等医療費支給事業補助金精算調書のとおり 

 



 

別紙 

 

    年度ひとり親家庭等医療費支給事業補助金精算調書 

 

 １ 受給者数等調（年度末現在数） 

 区 分 

保険種別 

 母子家庭       父子家庭       養育者家庭          計   年間延べ支給件数       

 母  児童  父  児童 養育者  児童 父母等  児童 父母等  児童 

 

国 保 

   人    人    人    人    人    人    人    人    件    件 

 

社 保 

          

 

合 計  

          

 

 ２ 支給状況調 

 

  保険種別    

  区 分 

対 象 

 一部負担金の 

 額      Ａ 

自己負担金

の額   Ｂ 

附加給付 

の額  Ｃ 

高額療養費      

の額 Ｄ 

  支給費総額 

 (A-B-C-D) Ｅ 

国 保 分     父母等        円      円    円      円         円 

 児童      

   

社 保 分     父母等      

 児童      

 

 合計    

父母等      

 児童      

 計       

 

 ３ 県費補助所要額調 

支給費総

額  Ｅ 

収入額 

   Ｆ 

県補助基本額 

  (E-F)Ｇ 

補助率 

   Ｈ 

県補助所要額 

 (G×Ｈ) Ｉ 

交付決定額 

    Ｊ 

差引過不足額(Ｉ-Ｊ) 

不足額 K 超過額 L 

    円     円      円          円      円     円      円 

 

４ 審査支払機関手数料補助所要額調 

手数料支

払額  

  Ｅ' 

手数料

返戻額 

  Ｆ' 

県費補助基本額       

(E'-F')Ｇ' 

補助率 

   Ｈ' 

手数料県補

助所要額 

(G'×Ｈ')Ｉ' 

手数料交付

決定額 

   Ｊ' 

差引過不足額(Ｉ'-Ｊ') 

不足額 K' 超過額L' 

    円     円      円          円      円     円      円 

 



 

様式第６号（第１０条関係） 

 

    年度ひとり親家庭等医療費支給事業補助金交付確定通知書 

 

第     号 

  年  月  日 

 

 

 市町村長       様 

 

 

埼玉県知事      （公印省略）  

 

    年  月  日付け   第   号で交付決定の通知をした    年度  

 

ひとり親家庭等医療費支給事業補助金については、   年  月  日付け   第    

号で提出のあった実績報告書等に基づき、下記のとおりその額を確定したので、補助金

等の交付手続等に関する規則第１４条の規定により通知します。 

記 

１ 交付確定額     金        円 

２ 既交付額      金        円 

３ 差引過(△)不足額  金        円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

様式第６号（第１０条関係） 

 

    年度ひとり親家庭等医療費支給事業補助金交付確定通知書 

 

第     号 

  年  月  日 

 

 市町村長       様 

 

 

埼玉県知事     （公印省略） 

 

 

   年  月  日付け  第   号で交付決定の通知をした   年度ひとり

親家庭等医療費支給事業補助金については、   年  月  日付け   第    

号で提出のあった実績報告書等に基づき、下記のとおりその額を確定したので、補助金

等の交付手続等に関する規則第１４条の規定により通知します。 

 なお、超過交付となった金        円については、補助金等の交付手続等に

関する規則（昭和４０年埼玉県規則第１５号）第１７条第２項の規定により   年  

月  日までに返還してください。 

記 

１ 交付確定額     金        円 

２ 既交付額      金        円 

３ 差引過(△)不足額  金        円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 


